
令和４年度
RESASを活用した施策立案支援事業

～若者と女性に魅力ある仕事の創出について～

秋田県由利本荘市



女性や若者の活躍

本事業による分析にあたって

本市では、毎年千人を超える人口減少が続いている。人口の社会減については、明るい兆
しが見られるものの、自然減については、死亡者数が横ばい傾向であることに対し、出生数が
年々減少しており、この状況が人口減少の大きな課題と捉えている。

自然減の抑制による、将来にわたって持続可能な社会実現に向け、特に女性や若者の市
内定着や移住促進を進めるうえで効果的な取り組みについて検討を図ることに加え、次期総
合計画策定を視野に、職員のＥＢＰＭ（客観的なデータを活用した施策立案）能力の向
上を図りたい。

この度の分析作業では、「人口に関する分析」「産業に関する分析」を柱に「女性や若者の
活躍」を共通の視点することにより、あぶりだされた課題やその解決に向けた効果的な取り組
みの検討を行うことで、現状の施策のブラッシュアップや新たな事業立案など、施策の補完に
結び付けたい。

人口に
関する分析

産業に
関する分析

実施の背景

分析内容と活用方法

1



※本荘由利産学共同研究センターとは・・・
産学官連携による共同研究や地域企業活性化、ベン
チャービジネスのスタートアップの支援等を通して、地域産
業の技術や経営の高度化、新技術・新産業の創出を推
進する拠点施設。

■主要データ

※1 由利本荘市住民基本台帳R4.9.31現在
※2 令和3年経済センサス（速報集計結果）

■気候

由利本荘市の概要

本市は2005年3月、本荘市、矢島町、岩城町、由利町、大内町、東
由利町、西目町、鳥海町が合併し誕生。

秋田県の南西部に位置し、南に鳥海山、東に出羽丘陵を望み、中央
を一級河川子吉川が貫流して日本海にそそぐ、山と河と海の豊かな自然
に恵まれた地域で、面積は県内最大。

【企業】
⚫ TDK株式会社本荘工場
（西サイト、東サイト）、大内工場

⚫ 株式会社秋田新電元大浦工場、飛鳥工場
⚫ 秋田プリマ食品株式会社 等

【教育機関】
⚫ 秋田県立大学本荘キャンパス
（システム科学技術学部）

⚫ 県立高校５校
⚫ 中学校１０校
⚫ 小学校１３校

【産業関連機関】
⚫ 本荘由利産学共同研究センター

面 積 1,209.59㎢

人 口 73,041人 ※1

世 帯 数 30,828世帯 ※1

事業所数 3,378事業所※2

従業者数 3,1360人 ※2

本荘 矢島

年間
平均気温

13.0℃ 11.7℃

年間
降水量

1,938.5
mm

2,270m
m

年平均
風速

2.7m/秒 2.3m/秒

県営本荘工業団地

県立大学本荘キャンパス

本荘由利産学共同研究センター 2



由利本荘市へのアクセス

• 本市は秋田市から車で約50分、仙台市からは車で約3時間のと
ころに位置している。

• 列車を使用した場合、東京からは約4時間～5時間程度となって
いる。
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由利本荘市の人口分析
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由利本荘市の人口（１）

• 2045年の由利本荘市の人口は約46,000人まで減少する。
• 生産年齢人口は2040年に1980年の約3分の1、2010年の約半分まで減少し、生産年齢人口が老年人口を下
回る。

• 将来人口推計について秋田県全体の推移と比べると、総人口はやや減少率が大きく、生産年齢人口についてはほ
ぼ同様の減少率である。

由利本荘市 人口推移

1985年
96,585人
※ピーク

2005年
89,555人
※市誕生

74,707人
(100%)

45,848人
(61%)

秋田県 人口推移

959,502人
(100%)

601,649人
(63%)

500,687人
(100%)

255,932人
(51%)

38,918人
(100%)

20,030人
(51%)

出典：RESAS 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

人口マップ→人口構成→人口推移

人口の年次推移と推計値を表示
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由利本荘市の人口（２）

• 老年人口比率の増加が進み、2035年には老年人口が総人口の約43％2045年には約49％になると見込まれて
いる。

• 生産年齢人口の減少が進み、2045年には生産年齢人口1人が老年人口1人以上を支えることになる。
• 2045年には年少人口が2020年の半数以下に減少すると見込まれている。

人口ピラミッドの推移

出典：RESAS 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

2.2万人

2.0万人

2.8万人

3.9万人

2.5万人

2.7万人

0.7万人 0.5万人 0.4万人

比率が逆転

老年人口

生産年齢人口

年少人口

人口マップ→人口構成→人口ピラミッド

人口ピラミッドの現状と将来推計を表示
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由利本荘市の人口（３）

• 死亡者数は横這い傾向にあるものの、出生数の減少が続いており自然減は拡大傾向がみられる。
• 転入数は比較的横這い傾向にあるなか、転出数が減少傾向がみられ社会減は改善傾向が見られる。

出生数・死亡数／転入数・転出数の推移
自然増減・社会増減の推移

転出（減少）

転入（横這）

死亡（横這）

出生（減少）

自然減拡大傾向

出典：RESAS 総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」再編加工出典：RESAS 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

人口マップ→人口増減→グラフで表示

人口増減の内訳（自然増減、社会増減）の年次推移
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由利本荘市の人口（４）

• 社会減の年度推移では男性の社会減が抑制傾向が見られる。
• 一方女性は若干の社会減の抑制傾向が見られるが、横這い傾向となっている。
• 男性の社会減の抑制が顕著に見られる一方で女性の社会減は改善しているとは言いがたい状況。

社会増減の推移（男女別）

出典：秋田県「秋田県の人口と世帯（月報）」より作成
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由利本荘市社会増減（女性）

由利本荘市 転入女 由利本荘市 転出女

由利本荘市 社会増減女 線形 (由利本荘市 社会増減女)

（改善傾向）

（横這傾向）

「秋田県の人口と世帯」より（RESAS外）

自然増減の年次推移を表示
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由利本荘市の人口（５）

• １０代後半から２０代前半において大幅に転出超過が継続している。
• ２０代前半から２０代後半において2005年までは転入超過が見られたが、年々減少傾向が見られ、2005年以
降は転出超過となっている。

• 県内他市では、２０代前半から２０代後半において転入超過が継続している。

年齢階級別純移動数の時系列分析

出典：RESAS 総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成

由利本荘市
大館市

横手市

減少傾向
転出超過

転入超過

転入超過

人口マップ→人口の社会増減→人口移動（グラフ分析）

５年間の人口移動の年次推移を表示
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由利本荘市の人口についてのまとめ
◆人口構造や社会環境に関して
・生産人口の減少が継続する見通し。（W）
・若い世代の戻りが少ない。（W）
・人口ピラミッドでは若年女性が現状少ない。（W）
・市内の周辺地域の過疎化が深刻。（Ｗ）
・テレワークによる住むところの選択肢の広がり。（O）
・一番堰まちづくりによる若者の居住やや子育て環境の充実。（職住近接）（Ｏ）
・交通手段の利便性が低い。（T）
・2040年ころ老年人口が生産年齢人口を上回る。生産年齢人口1人が老年人口を1人以上支える必要がある。（T）
・2045年には男性女性ともに20～30代が2020年の半数に減少する。（T）

◆自然増減に関して
・合計特殊出生率、出生数の低下が続いている。（W）
・合計特殊出生率に含まれる15～49歳女性人口は1980年に約24,000人だったが、2015年に約12,600人とおおよそ半減した。（W）

◆社会増減に関して
・社会減が改善傾向にある。（S）
・秋田県立大学本荘キャンパスがある。（県外出身大生の転入がある）（S）
・秋田県立大学生の卒業後の県内定着率が低い。（W）
・通勤先･進学先の選択枝が秋田市や仙台市と比較して少ない。（W)（T）
・若い女性の転入が他市（大仙市）よりも少ない。（W)（T）
・20～29歳の転入が減り、転出が超過。（他市では戻っている）（W）（T）

◆人の移動について
・高速道路の整備が進み、自動車による本市へのアクセスがよくなった。（S）
・通勤が容易なところに人口集中地域（秋田市）、労働提供場所（にかほ市）がある。（O）
・昼間人口と夜間人口が同じ。（極端な差がない）（O）

◆将来人口について
・何も対策を取らない場合、2045年には45,847人まで人口が減少する。（T）
・何も対策を取らない場合、2065年には老年人口比は約54％まで上昇する。（T）

◆新卒者就職・進学
・進学者は転出超過が続いてものの、転出超過数は改善が見られる。（S）
・地元進学率は30％前後で推移し、全国平均よりも低い。（W）
・地元就職率は80％で全国平均を上回る年もある。（S）
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由利本荘市の産業分析
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由利本荘市の地域経済循環

• 本市の付加価値額(企業経営で言うところの「粗利」)は第3次→第2次→第1次産業の順となる。
• 「その他所得」で「地域外からの流入」の割合が高い(780億円）

⇒国、県からの交付金や補助金の依存度が高いことが一因と推察される。
• 支出については、民間消費、民間投資額、その他の支出全ての項目について地域外に流出しており、地域外への
資本流出が872億円となる。
⇒地域外で買い物や観光消費されている（民間消費の流出）、域外へ設備投資していること（民間投資の流
出）、域外から財・サービスを受けている（その他支出の流出）ことが推察される。

1,752億円

79億円

1,575億円

1,110億円

1,634億円

170億円

92億円

県内の地域経済循環率
秋田県：84.7%
秋田市：102.2%
大館市：90.5%
横手市：80.1%
大仙市：75.4%
にかほ市：94.2%

出典：環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）

地域経済循環マップ→地域経済循環図

地域経済循環図を表示
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由利本荘市の地域産業の概況 ～売上高～

• 企業単位の売上げで見ると大分類では「製造業」「卸売
業、小売業」「建設業」が大きい。

• 中分類では「電子部品・デバイス・電子回路製造業」
「総合工事業」「娯楽業」が大きい。

• 県・全国と比べても「製造業」の割合が大きい。

２０１６年売上高（企業単位）
大分類 中分類399,110百万円

由利本荘市

秋田県

全国

製造業
[168,125]

卸売業、小売業
[73,563]

建設業
[47,603]

電子部品・
デバイス・
電子回路
製造業

[127,117]

総合工事業
[40,154]

娯楽業
[40,154]

製造業

上図以外の売上高(企業単位)の合算：57,140百万円上図以外の売上高(企業単位)の合算：1,084百万円

産業構造マップ→全産業→全産業の構造→売上高（企業単位）

売上高の業種別構成を表示

RESAS_総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
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由利本荘市の地域産業の概況 ～付加価値額～

• 企業単位の付加価値で見ると大分類では「製造業」「医
療、福祉」「建設業」が大きい。

• 中分類では「電子部品・デバイス・電子回路製造業」、
「社会保険・社会福祉・介護事業」、「医療業」、「総合
工事業」が大きい。

• 県・全国と比べても「製造業」の割合が大きい。

２０１６年付加価値額（企業単位）
大分類 中分類116,889百万円

由利本荘市

秋田県

全国

製造業
上図以外の売上高(企業単位)の合算：15,601百万円上図以外の売上高(企業単位)の合算：1,130百万円

製造業
[60,381]

医療、福祉
[14,883]

建設業
[9,831]

電子部品・
デバイス・
電子回路
製造業
[41,409]

医療業
[7,242]

社会保険・
社会福祉・
介護事業

[7,641]

総合
工事業

[7,199]

産業構造マップ→全産業→全産業の構造→付加価値額（企業単位）

付加価値額の業種別構成を表示

RESAS_総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
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由利本荘市の地域産業の概況 ～事業所数～

• 事業所単位の事業所数で見ると大分類では「卸売業、
小売業」「宿泊業、飲食サービス業」「建設業」が大きい。

• 中分類では「飲食店」、「洗濯・理容・美容・浴場業」、
「その他の小売業」が大きい。

• 県・全国と比べて割合に大きな違いは見られない。

２０１６年事業所数（事業所単位）
大分類 中分類3,736事業所

由利本荘市

秋田県

全国

上図以外の事業所数(事業所単位)の合算：0事業所

卸売業、小売業
[983]

宿泊業、飲食
サービス業
[482]

建設業
[462]

飲食店
[388]

飲食料品
小売業
[301]

洗濯・理容・美容・
浴場業

[385]

総合
工事業
[200]

その他の小売業

[235]

上図以外の事業所数(事業所単位)の合算：881事業所

産業構造マップ→全産業→全産業の構造→事業所数（事業所単位）

事業所数の業種別構成を表示

RESAS_総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
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由利本荘市の地域産業の概況 ～従業者数（事業所単位）～

• 事業所単位の従業者数で見ると大分類では「製造業」「卸売
業、小売業」「医療、福祉」「建設業」が大きく、4業種で従業
者数の約72％を占める。

• 中分類では「電子部品・デバイス・電子回路製造業」、「社会
保険・社会福祉・介護事業」「医療業」が大きい。

• 県・全国と比べて全産業の従業者における「製造業」の従業者
の割合が高く、24.4％を占める。

２０１６年従業者数（事業所単位）
大分類 中分類31,602人

由利本荘市

秋田県

全国

上図以外の従業員数(事業所単位)の合算：0人

卸売業、小売業
[5,884]

建設業
[3,202]

上図以外の従業員数(事業所単位)の合算：7,105人

製造業
[7,719]

医療、福祉
[5,860]

電子部品・
デバイス・
電子回路
製造業
[4,118]

医療業
[2,772]

社会保険・社会福祉・
介護事業
[3,078]

製造業

産業構造マップ→全産業→全産業の構造→従業者数（事業所単位）

従業者数の業種別構成を表示

RESAS_総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
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由利本荘市で域外から所得を獲得している産業

• 域外から所得を獲得している産業は「電子部品・デバイス」「住宅賃貸業」「農業」「電気業」である。
• 域外に所得が流出している産業は「卸売業」「建設業」「食品業」が大きい。
• 特に「電子部品・デバイス」については、純移輸出額が1,029億円と突出している。

出典：環境省「地域産業連関表」より作成）
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由利本荘市の創業の状況は？

• 2009年頃からの創業比率は、全国平均と比較して秋田県が低く、さらに秋田県平均と比較して由利本荘市が低い。
• 2014～2016年の創業比率で比較すると、秋田市・にかほ市よりは低いが大仙市･横手市とは同程度。
• 2001年からの創業比率をみると、由利本荘市の数値は1％台から8％台までと振り幅が大きい。
• 事業者育成が進んでいないと考えられる。

企業活動マップ→企業情報→創業比率（グラフで表示）

創業数の年次推移を表示

創業比率

※創業比率＝特定期間中の新設事業所（企業）の年平均 ÷ 期首において既に存在していた事業所（企業）で算出

都道府県内 全国
２０１６年

RESAS_ 総務省「事業所・企業統計調査」、総務省「経済センサス-基礎調査」
_総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
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由利本荘市の求人・求職者の状況は？

• 事務職や運搬・清掃などの職業を希望する求職者が多く、求人数とのミスマッチが生まれている。
• 一方で、その他の幅広い職種では、求人数に求職者数が追いついていない。
• 特に女性では事務職を希望する求職者が際立って多く、希望職種に偏りがある。

産業構造マップ→雇用→求人・求職者構造分析

職業ミスマッチの状況を表示 求人・求職者構造分析
（秋田県：2020年度）

有効求人数・有効求職者数
（有効求人数順で見る）

男性求職者数・女性求職者数
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RESAS_厚生労働省「職業安定業務統計」
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由利本荘市の求人状況は？

• 「専門」「保安・警備」「電気工事者」「福祉関連職業（内数）」がいずれのハローワークでも有効求人倍率が２倍
を超えている。

• 「管理」「事務」「運搬・清掃・労務」「IT関連職業（内数）」において、本荘ハローワークが他のハローワークと比較し
て最も有効求人倍率が低く、１倍以下となっている。

県内３ハローワークの職業別求人倍率（令和４年１０月）

HW本荘有効求人倍率 HW横手有効求人倍率 HW大館有効求人倍率

管理 1.00 1.67 7.00

専門 2.94 2.37 3.07

事務 0.67 0.82 0.74

販売・営業 1.77 2.40 2.09

サービス 2.53 1.99 3.71

保安・警備 8.00 10.20 5.33

農林漁業 1.44 1.12 2.33

生産工程 1.93 1.62 2.25

運転 2.69 1.91 2.63

電気工事者 5.25 3.50 29.00

建設・土木 7.64 11.69 8.35

運搬・清掃・労務 0.51 0.71 0.96

うちIT関連職業 0.56 5.62 1.76

うち福祉関連職業 3.10 2.41 3.74

出典：秋田労働局「求人求職バランスシート（ハローワーク別）」

秋田労働局
「求人求職バランスシート」
（RESAS外）
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地域産業に大きな影響を及ぼすインフラ整備事業

• 由利本荘市沖における、洋上風力発電の経済効果は、総合効果が
1,560億円、直接効果が1,097億円、間接分が463億円。雇用
創出効果は、総合効果を約1万5千人と試算されている。

• 鳥海ダムは令和10年度の完成に向け建設工事が進められている。
総事業費を約863億円と試算。

由利本荘市沖の洋上風力発電施設
鳥海ダム建設工事

出典：「鳥海ダム建設事業の検証に係る検討」報告書※平成２５年

出典：国土交通省
東北地方整備局鳥
海ダム工事事務所
ホームページ

出典：秋田県産業労働部エネルギー・資源振興課「第２期秋田県新エネルギー産業戦略（改訂版）」

「鳥海ダム建設事業の検証に係る検討」報告書（RESAS外）
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若者や女性が求めている仕事について（１）

• 秋田県の調査や東北活性化研究センターの調査によると若者や女性が仕事を選択する際や地方に居住する条件として求めていることは、「希望する
業種であること」や「多様な雇用先・職場がたくさんあること」となっている。

若年者の県内定着・回帰等に関する意識調査（RESAS外）

出典：秋田県「若年者の県内定着・回帰等に関する意識調査」

秋田県「若年者の県内定着・回帰等に関する意識調査」
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若者や女性が求めている仕事について（２）
人口の社会源と女性の定着に関する意識調査
若い世代から積極的に選ばれる東北の実現に向けて
（RESAS外）

人口の社会減と女性の定着に関する意識調査
若い世代から積極的に選ばれる東北の実現に向けて

• 秋田県の調査や東北活性化研究センターの調査によると若者や女性が仕事を選択する際や地方に居住する条件として求めていることは、「希望する
業種であること」や「多様な雇用先・職場がたくさんあること」となっている。

出典：公益財団法人 東北活性化研究センター
人口の社会源と女性の定着に関する意識調査
若い世代から積極的に選ばれる東北の実現に向けて
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若者や女性が求めている仕事について（３）

年齢階級別純移動数の時系列分析_秋田県由利本荘市

人口マップ→人口の社会増減→人口移動（グラフ分析）

５年間の人口移動の年次推移を表示

• 由利本荘市では10代後半～20代後半の転出超過が大きく、戻りも少ないことから、多様な雇用先や職場という観点では選択肢やバリエーション
が少ないこともしくは偏りがあると考えられる。

• 10代後半～20代後半に
かけて転出超過の傾向

出典：RESAS 総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成
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若者や女性が求めている仕事について（４）
由利本荘市後期基本計画策定資料 市民アンケートの結果（RESAS外）

出典：由利本荘市後期基本計画策定資料 市民アンケートの結果（平成３０年）

由利本荘市市民アンケート 「由利本荘市の暮らし」について

あなたは現在暮らしている地域環境をどう思いますか

「働きがいある職場」環境について

• 平成３０年度に実施した市民アンケートでは、働きがいある職場環境についての満足度について、「やや不満」、「不満」と感じている市民について、全体
では過去のアンケートと比較すると減少しており、満足度も向上している。

• 性別ごとに見ると、「満足」と「やや満足」と答えた割合が女性より男性が多く、「やや不満」、「不満」と答えた割合が男性より女性の方が多いことから、男
性より女性の方が働きがいのある職場環境に不満があることがわかる。

• 年代別に見ると、２０代の「やや不満」、「不満」と答えた割合がどの年代よりも高い数値（５１．３％）と非常に高い数値となっており、２０代の若い
世代における働きがいのある職場環境に不満があることがわかる。

男性

女性

10代

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代

【全体】

【性別】

【年代別】
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由利本荘市の産業についてのまとめ

◆産業をとりまく環境
・地域経済循環率は県内の自治体と比較して低い。（大仙市とは同水準。）（S）
・民間消費、民間投資、その他すべてで地域外に流出している。（W)
・一人あたりの雇用者所得が高いのは、第2次産業で県よりは高いが、全国平均と同規模地域と比較すると低い。（W）
・本市沖で整備が進む洋上風力発電事業や鳥海ダム整備のインパクト（O)
・一番堰の新たなまちづくりによる若者の流入と若い世代が子育てをする環境として選ばれ定住するサイクルを生み出するまちづくり（O)
・その他所得の地域外からの流入の割合が高く、国や県からの交付金への依存度が高い。（W）

◆本市産業の特性
◇全般
・製造業と林業の労働生産性が際立って高い。（S）
・電子部品･デバイスの優位性の多業種への波及（O）
・ほとんどの産業が電子部品･デバイス産業からの影響を受けており、景気に左右されやすい構造になっている。（T）

◇製造業
・電子部品産業を取り巻く機械加工などの製造業の集積（S）
・工業団地に空きがない（Ｗ）
・電デバの稼ぐ力が由利本荘市が大きく、由利本荘市の経済に与える影響は大きいと考えられる。（S）
・電デバの生産額の増加は特に大きく、2010年から2018年にかけて約780億円増加している。（S）

◇製造業以外
・林業は労働生産性が全国2位、付加価値額が全国1位。（S）
・第3次産業の移輸出入収支額が大きくマイナスであり、地域経済循環率を下げる大きな要因となっている。（W）
・卸売・小売業の事業所数は1994年の1,810事業所から2016年には899事業所と半分以下に減少している。（W）

◇創業分野
・最新の由利本荘市の創業比率は3.19％と全国平均（5.04％）や県平均（3.82％）を下回っている。事業者の育成が進んでいない状況である。（W）
・ほとんどの地域で創業者が減少している状況である。（W）
・小売など他地域にお金が流れている業種での起業チャンス。（W)（Ｏ）
・地方に住みながらITなどを駆使したリモート事務の斡旋（O）
・電子部品産業などからスピンオフし独立起業するなど製造業の人材豊富。（Ｓ）
・県立大学生による起業。（O）

◆産業の人材
・県内の大学等を出身者は、ある程度（7割）地元就職している。（S）
・本荘由利管内の高校卒業生地元就職率は県内平均より高い。（S）
・求人数と求職者数の職種のミスマッチが生まれている。（W）
・進学による人口流出が大きい。（T）
・IＣT、DX、ロボットの活用による人材不足の克服（O）
・生産年齢人口の減少による人材不足（T）
・女性や若者が希望する職種が少なく転出超過や若者の戻りが少ないと考えられる。（W）
・多様な雇用先・職種のバリエーションが少ないため、転出超過や若者の戻りが少ないと考えられる。（W）
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由利本荘市SWOT分析（人口分野）

内
部
環
境

強み（strength） 弱み（weakness）

・社会減が改善傾向にある。
・秋田県立大学本荘キャンパスがある。（県外出身大生の転入がある）
・高速道路の整備が進み、自動車による本市へのアクセスがよくなった。
・進学者は転出超過が続いているものの、転出超過数は改善が見られる。
・地元就職率は80％で全国平均を上回る年もある。

・生産人口の減少が継続する見通し。
・若い世代の戻りが少ない。
・人口ピラミッドでは若年女性が現状少ない。
・市内の周辺地域の過疎化が深刻。
・合計特殊出生率、出生数の低下が続いている。
・合計特殊出生率に含まれる15～49歳女性人口は1980年
に約24,000人だったが、2015年に約12,600人とおおよそ半
減した。
・秋田県立大学生の卒業後の県内定着率が低い。
・通勤先･進学先の選択枝が秋田市や仙台市と比較して少ない。
・若い女性の転入が他市（大仙市）よりも少ない。
・20～29歳の転入が減り、転出が超過（他市では戻っている）
・地元進学率は30％前後で推移し、全国平均よりも低い。

外
部
環
境

機会（opportunity） 脅威（threat）

・テレワークによる住むところの選択肢の広がり。
・一番堰まちづくりによる若者の居住や子育て環境の充実（職住近接）。
・通勤が容易なところに人口集中地域（秋田市）、労働提供場所（にかほ
市）がある。
・昼間人口と夜間人口が同じ。（極端な差がない）
・県外在住の県内出身者の若者の地元貢献への意欲の高まり。

・交通手段の利便性が低い。
・2040年ころ老年人口が生産年齢人口を上回る。生産年齢
人口1人が老年人口を1人以上支える必要がある。
・2045年には男性女性ともに20～30代が2020年の半数に減
少する。
・通勤先･進学先の選択枝が秋田市や仙台市と比較して少ない。
・若い女性の転入が他市（大仙市）よりも少ない。
・20～29歳の転入が減り、転出が超過。（他市では戻ってい
る）
・何も対策を取らない場合、2045年には45,847人まで人口が
減少する。
・何も対策を取らない場合、2065年には老年人口比は約

54％まで上昇する。

由利本荘市の人口の強み・弱み・機会・脅威
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内
部
環
境

強み（strength） 弱み（weakness）

・製造業と林業の労働生産性が際立って高い。

・電子部品産業を取り巻く機械加工などの製造業の集積。
・電デバの稼ぐ力が由利本荘市が大きく、由利本荘市の経済に与える影
響は大きいと考えられる。
・電デバの生産額の増加は特に大きく、2010年から2018年にかけて約
780 億円増加している。
・林業は労働生産性が全国2位、付加価値額が全国1位。
・電子部品産業などからスピンオフし独立起業するなど製造業の人材豊富。
・県内の大学等を出身者は、ある程度（7割）地元就職している。
・本荘由利管内の高校卒業生地元就職率は県内平均より高い。

・地域経済循環率は県内の自治体と比較して低い。（大仙市とは
同水準。）
・民間消費、民間投資、その他すべてで地域外に流出している。
・一人あたりの雇用者所得が高いのは第2次産業で県よりは高い
が、全国平均と同規模地域と比較すると低い。
・その他所得の地域外からの流入の割合が高く、国や県からの交付
金への依存度が高い。
・工業団地に空きがない。
・第3次産業の移輸出入収支額が大きくマイナスであり、地域経済
循環率を下げる大きな要因となっている。
・卸売・小売業の事業所数は1994年の1,810事業所から2016
年には899事業所と半分以下に減少している。
・最新の由利本荘市の創業比率は3.19％と全国平均
（5.04％）や秋田県平均（3.82％）を下回っている。事業者
育成が進んでいない状況である。
・ほとんどの地域で創業者が減少している状況である。
・小売など他地域にお金が流れている業種での起業チャンス。
・求人数と求職者数の職種のミスマッチが生まれている。
・女性や若者が希望する職種が少なく、転出超過や若者の戻りが
少ないと考えられる。
・多様な雇用先・職種のバリエーションが少ないため、転出超過や
若者の戻りが少ないと考えられる。

外
部
環
境

機会（opportunity） 脅威（threat）

・本市沖で整備が進む洋上風力発電事業や鳥海ダム整備のインパクト。
・一番堰の新たなまちづくりによる若者の流入と若い世代が子育てをする
環境として選ばれ定住するサイクルを生み出すまちづくり。
・電子部品･デバイスの優位性の多業種への波及。
・小売など他地域にお金が流れている業種での起業チャンス。
・地方に住みながらITなどを駆使したリモート事務の斡旋。
・県立大学生による起業。
・IＣT、DX、ロボットの活用による人材不足の克服。

・ほとんどの産業が電子部品･デバイス産業からの影響を受け
ており、景気に左右されやすい構造になっている。
・進学による人口流出が大きい。
・生産年齢人口の減少による人材不足。

由利本荘市SWOT分析（産業分野）

由利本荘市の産業の強み・弱み・機会・脅威

28



注力すべき問題点：職種のバリエーションに偏りがあり、選択肢が十分でないため
若い世代の戻りが少ない。

分野 主な現状
RESAS等から

当市の目標
総合計画や市長指示事項等から

問題点
RESAS等から

人口

・若い世代の戻りが少ない。
・人口ピラミッドでは若年女性が現状少
ない。
・若い女性の転入が県内他市よりも少
ない。

・社会増減を0にする。 ・若い世代の戻りが少ない

産業

・女性や若者が希望する職種が少なく、
転出超過や若者の戻りが少ないと考
えられる。
・多様な雇用先・職種のバリエーション
が少ないため、転出超過や若者の戻
りが少ないと考えられる。
・ポスト製造業の事業者育成が進んで
いない。

・製造業を基盤とし、それに続く職
種としての働く場の育成。

・職種のバリエーションが少ない

問題定義～注力すべき問題点の設定

目指すべき由利本荘市の将来像：若者・女性に職種の選択肢を提供できるまちに

SWOT分析から由利本荘市の抱える問題点の整理
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注力すべき問題点
の要因を分析
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職種のバリエーションに偏りが
あり、選択肢が十分でないた
め若い世代の戻りが少ない

注力すべき問題点

雇用のミスマッチが
生じている

女性が働きたいと
思う職種が少ない

女性が活躍してい
る企業が少ない

女性が働きやすい
環境が整っていな
い

女性管理職が少
ない

休んだ時のフォロー
体制が整っていな
い

若者が求める仕事を
提供できていない

創業する環境が十
分でない

創業にチャレンジで
きる支援が十分で
ない

経営層の女性活
躍に対する意識の
浸透不足

既存の支援事業
では支援が足りな
い

雇用力のある業種
が少ない

分譲できる土地が
ない

成長産業の参入
が進んでいない

成長産業の
誘致が進んでいな
い

環境変化により生
じたチャンスを活か
せていない

新たな産業開拓
の支援が不十分

全国と比較して給
与水準が高くない

新しい業種での創
業希望者のニーズ
把握が出来ていな
い

既存業種以外の
創業希望者にアプ
ローチできていない

創業のプロモーショ
ンが不足している

労働生産性が低
い業種が多い

無駄の多い旧態
依然の業務プロセ
スが多い

無駄を省くDX、
IT化などイノベー
ションを進める人
材の不足

費用面での支援が
十分でない

地域コミュニティの維
持が難しくなり、負担
感が増している

地域の活性化に向け
た、多様な関係の構
築ができていない

市と地元企業のPR
不足

若者が市内企業を知
らない

地元に魅力を感じて
いない

若い世代が住みたい
と思う住環境が少な
い

注力すべき問題点の要因を分析（仮説の構造化）
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職種のバリエーションに偏りが
あり、選択肢が十分でないた
め若い世代の戻りが少ない

注力すべき問題点

雇用のミスマッチが
生じている

女性が働きたいと
思う職種が少ない

女性が活躍してい
る企業が少ない

女性が働きやすい
環境が整っていな
い

女性管理職が少
ない

休んだ時のフォロー
体制が整っていな
い

若者が求める仕事を
提供できていない

創業する環境が十
分でない

創業にチャレンジで
きる支援が十分で
ない

経営層の女性活
躍に対する意識の
浸透不足

既存の支援事業
では支援が足りな
い

雇用力のある業種
が少ない

分譲できる土地が
ない

成長産業の参入
が進んでいない

成長産業の
誘致が進んでいな
い

環境変化により生
じたチャンスを活か
せていない

新たな産業開拓
の支援が不十分

全国と比較して給
与水準が高くない

新しい業種での創
業希望者のニーズ
把握が出来ていな
い

既存業種以外の
創業希望者にアプ
ローチできていない

創業のプロモーショ
ンが不足している

労働生産性が低
い業種が多い

無駄の多い旧態
依然の業務プロセ
スが多い

無駄を省くDX、
IT化などイノベー
ションを進める人
材の不足

費用面での支援が
十分でない

地域コミュニティの維
持が難しくなり、負担
感が増している

地域の活性化に向け
た、多様な関係の構
築ができていない

市と地元企業のPR
不足

若者が市内企業を知
らない

地元に魅力を感じて
いない

若い世代が住みたい
と思う住環境が少な
い

注力すべき問題点を引き起こす主な要因を抽出
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成長産業の誘致が進んでいない

• 秋田県全体では、1980年代後半に誘致企業数のピークを迎えその後大幅に減
少（年間5件弱）。近年では年間10件前後で推移。

• 本市の誘致企業の状況は全県で比較すると、人口千人あたりの誘致企業数は
0.5件と県内で最低となっており、直近３ヶ年では１件となっている。

秋田県の誘致企業（直近３ヶ年） 市町村別の誘致企業数と操業率（２０１９年）

出典：秋田県企業立地ガイド

県の総合計画（新秋田元気
創造プラン）で重点戦略とし
て定めている成長産業

由利本荘市

成長産業の
誘致が進んでいな
い
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分譲できる土地がない

• 市内最大の本荘工業団地は、全区画分譲済み。
• 分譲中の物件は、楢ノ木平工業団地（鳥海地区、2.1ha）のみ。

③ＴＤＫ（株）
ＴＤＫエレクトロ
ニクスファクト
リーズ（株）

③ＴＤＫ（株）
ＴＤＫエレクトロニクス
ファクトリーズ（株）

出典：秋田県企業立地ガイド

分譲できる土地が
ない

34



• 高校生では
男性が①公務②情報通信③医療業④建設業⑤製造業（電子部品デバイス）
女性が①医療業②学校教育③公務④福祉・保健衛生⑤理容業・美容業

• 大学生では
男性が①公務②情報通信③建設業④学術・開発研究機関、医療業
女性が①医療業②学校教育③公務④福祉・保健衛生⑤学術・開発研究機関

若者が求める仕事を提供できていない（１）

大学生の希望する就職先
高校生の希望する就職先
（県内または県外・業種）

出典：秋田県「若年者の県内定着・回帰等に関する意識調査」令和４年１月

若者が求める仕事を
提供できていない
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• 大学生が就職先を選択する際に男女とも「希望する業種」、「自分の能力を生かすことができる」が最重視するポイント
である。

• 大学生が県内の就職先を選ぶ理由として、県外大学へ進学した学生において、「地元に貢献したいから」が最も大き
な理由であり、「希望する仕事や企業があるから」は優先度が低い傾向が見られる。また、県外の就職先を選ぶ理由と
して、県内または県外大学へ進学した学生ともに、「希望する仕事や企業があるから」が最も大きな理由である。

若者が求める仕事を提供できていない（２）

大学生が仕事を選択する際に重視すること（男女別上位５項目）

出典：秋田県「若年者の県内定着・回帰等に関する意識調査」令和４年１月

男性 女性

重視すること 割合 重視すること 割合

１ 希望する業種である 36.9% 希望する業種である 41.6%

２ 自分の能力を生かすことができる 15.9% 自分の能力を生かすことができる 15.9%

３ 地元に貢献できる 9.8% 職場の雰囲気が良い 8.2%

４ 給料水準が高い 8.5% 給与水準が高い 7.2%

５ 職場の雰囲気が良い 7.2% 地元に貢献できる 6.7%

大学生が就職先を「秋田県内」に選んだ理由 大学生が就職先を「秋田県外」に選んだ理由

若者が求める仕事を
提供できていない
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• 一人当たりの賃金を比較すると、年代別、産業別全
ての区分で全国平均を下回っている。

• 年代別では、若年層よりも中高年層において賃金水
準の差が大きい。

• 本市の製造業の賃金水準を見ると、県内他市と比
較して高水準となってきており、秋田市や北上市と同
水準となっている。

全国と比較して給与水準が高くない
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全国と比較して給
与水準が高くない

RESAS_総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、

_総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」
_総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

（万円） （万円）
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市と地元企業のＰＲ不足

大学生が県内就職検討でどのような情報や
取り組みが必要・役立つか

• 大学生が県内就職を検討する際に、必要としている情報や、取り組みのなかで「県内企業の様々な情報が検索で
きるウェブサイト」が男女ともに最大となっており、次に「職種や業種をよく知るためのインターンシップ」となっている。

出典：秋田県「若年者の県内定着・回帰等に関する意識調査」令和４年１月

市と地元企業のPR
不足
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・女性が働きやすい環境が整っていない
・女性が活躍している企業が少ない

• 秋田県内の認定企業のうち、本市の企業はそれぞれ１社（どちらも小林工業（株））
に留まっている状況。

• 地方では仕事の多様性が乏しいことや、賃金水準が低いことなどから、地方での女性起
業家が増加傾向にあるなか、秋田県では依然女性起業家比率が全国平均より低い傾
向がみられる。

秋田県内の「くるみん認定」「えるぼし認定」
企業一覧

出典：秋田労働局雇用環境・均等室

都道府県別女性起業家比率

出典：2022年12月6日日本経済新聞 地域経済

女性が活躍してい
る企業が少ない

女性が働きやすい
環境が整っていな
い
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既存の起業創業支援事業では支援が足りない

• ①の起業希望者を増やす取組のヒントとして、起業を意識
するきっかけを増やし、起業に踏み出しやすい環境の醸成
を図る必要がある。

• 起業希望者が起業者になりやすい環境整備のため、起業
時の不安を減らし、直面する課題をサポートすることで、起
業を実現しやすい環境を作り出す。

①

起業希望者が
起業家になり
やすい環境を
整備するため
の取組②

起業家を増やすために必要な二つの取組

起業希望者を増やす
ための取組

出典：中小企業白書２０１４

起
業
家

初
期

起
業
準
備
者

起
業
準
備
者

起
業
希
望
者

既存の支援事業
では支援が足りな
い
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創業のプロモーションが不足している

• 起業無関心層や潜在的起業希望者は周囲に起業家
がいないものが多く、起業に関心や現実味を持てない一
因となっていると考えられる。

• 特に若者にとって周囲に自営業者や起業者がいないこ
とで起業の準備に踏み切らなれない最大の理由となって
いる。

• 実施すべき起業家教育とその時期については、中高生
に対しては、体験談や社会経験のようなかたちで起業
家と接点を持たせることが有効。
高校、大学生に対しては、起業インターンシップへの参
加が有効

出典：中小企業白書２０１４

創業のプロモーショ
ンが不足している
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• 男女ともに、県内在住、県外在住、住みたいと思う、思わない全ての回答者において、「給与水準が向上すること」
が秋田に住むうえで必要な条件である。

• 県外在住者のうち、将来秋田に住みたいと思っている若者においては、「給与水準が向上すること」以上に、「希望
する働き方ができること」が条件の上位となっている。

若い世代が住みたいと思う住環境が少ない

将来（今後も）秋田に住みたいと思うためには、何が必要だと思うか

調査対象：
秋田県内の企業に勤務する
４０歳未満の社会人
秋田県外の企業に勤務する
秋田県出身の４０歳未満の
社会人

出典：秋田県「若年者の県内定着・回帰等に関する意識調査」令和４年１月

若い世代が住みたい
と思う住環境が少な
い

42



若者や女性に魅力ある仕事を
提供していくための施策検討
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～施策の方向性～

• 本市最大の強みである、製造業、特に電子デバイス・電子部品製造業を中心とした産業のさらなる強靱化を進
め、安定した雇用環境と産業全体の給与水準の向上等を目指す。

• 既存企業の強みを生かしつつ、職種のバリエーションを増やすため、新たな産業育成や、新規起業の誘致を目
指す。

• 特に、若者や女性が望む職種の実現のため、起業創業の施策を強化し、チャレンジを地域全体で応援・後押し
する環境を醸成し、産業の活性化による地域の魅力向上を目指す。

検討する施策の方向性

①新規企業の誘致 ②既存産業の強化・魅力発信 ③起業・創業の増加

「若者と女性に魅力ある仕事の創出」
のために

※本ワークショップの分析テーマ！！

注力すべき問題点を踏まえた
検討する施策の方向性
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【固定資産税の課税免除】
令和２年度：12社 122,777千円
令和３年度：11社 112,046千円
令和４年度：10社 107,165千円
【雇用奨励金】
令和２年度：６社 10,400千円
令和３年度：２社 900千円
令和４年度：４社 2,400千円

➢ 由利本荘市工場等立地促進条例による優遇措置

由利本荘市の関連する既存施策の検証

新規企業の誘致 既存産業の強化・魅力発信

• 市内へ進出した企業や市内企業の新増設等に対する総合的
な支援事業。

• 対象業種は、製造業、情報通信関連、研究施設、流通関連、
新エネルギー関連。

• 一定以上の投資額と新規雇用が適用条件。

• 優遇措置
①固定資産税の課税免除（最長８年間）
②雇用奨励金（新規雇用一人当たり３年間で
３０万円）

③用地取得奨励金 等

⚫ 事業の概要

⚫ 事業の実績

成長産業の
誘致が進んでいな
い
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➢ 由利本荘市創業支援補助金

由利本荘市の関連する既存施策の検証

• 市内で創業を目指す方または創業後6カ月以内の方に対して、 創業
に係る経費の２分の１以内（上限50万円）を補助

• 対象経費：施設設備費、機械器具費、広告宣伝費

• 市内に住所を有し、商工会から事業計画策定支援等を受け、継続的に
経営指導等の支援を受けようとする方であることが要件

【直近の実績】

30年度 1件 500,000円 ヘッドスパ
31年度 0件 0円

2年度 1件 500,000円 珈琲豆店
3年度 3件 1,160,000円 PCスマホ教室、整骨院、レシピ提案業
4年度 4件 1,978,000円 美容室、酒屋、ケーキ屋、塗装屋

※4年度は追加で4件1,500,000円程度の申請予定あり

◇3年度まではこれから創業予定の方のみを対象としていたが、連携支援を行
う商工会との協議のもと、4年度からは創業後6カ月以内の方も対象に含め
た。これにより制度が使いやすくなり、4年度は申請が増加。

起業・創業の増加

⚫ 事業の概要

⚫ 事業の実績

既存の支援事業
では支援が足りな
い

創業のプロモーショ
ンが不足している
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➢ 由利本荘市商工会 由利本荘市 創業塾

由利本荘市の関連する既存施策の検証
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起業・創業の増加

• 創業を考えている方や創業して間もない方へのサポートを目的
に、由利本荘市商工会が主催し、内容は、実際の創業者か
ら経緯や成功・失敗例などの体験談を聴くカリキュラムや、経営
基礎知識から計画策定までの基本的スキルを身につけられる
内容。

• 全カリキュラムの内、８割以上受講することで「由利本荘市創
業補助金」への個別申請支援が可能となる他、「秋田県創業
支援資金」の利率が優遇される特典に結びつけている。

• 直近５年間の、参加者数の推移は左記のとおりとなっており、
参加者数は増加傾向が見られる。

• 受講後の実際の創業者数も年々増加傾向が見られる。

• 男女比については、受講者数のうち女性が占める割合に増加
傾向が見られるものの、実際の創業者数では比較的男性が
多い傾向が見られる。

• 参加者の年代は、２０代の若者は殆ど無し。

⚫ 事業の概要

⚫ 事業の実績

既存の支援事業
では支援が足りな
い

創業のプロモーショ
ンが不足している

（人）
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• 令和3年度には、由利本荘市商工会がコア支援機関となり由
利本荘市の女性起業家に対して起業準備から事業展開まで
をサポート。
複数のアドバイザーによる起業マインド、ノウハウ等伴走型ステッ
プアップ支援を実施した。

• 受講した女性起業家においては、起業家、経営者としての姿
勢や考え方等について支援機関からの丁寧なアドバイスにより、
経験を積むことができ大きな成長がみられ、開業後のスムーズ
な経営に結びついている。

• また、支援機関として市商工会においては、寄り添い型の支援
を経験し、事業が実現化するまでのトータルサポートを実践する
支援ノウハウを学ぶことができた。

➢ 私の起業応援団 『女性起業家支援PGM』

由利本荘市の関連する既存施策の検証

起業・創業の増加

• 経済産業省による女性の起業を支援するため、地域の産
業・支援機関等を中心とした「女性起業家等支援ネット
ワーク」を形成し、起業を志すあらゆる段階にいる女性等の
ニーズに応じたきめ細やかな支援を実施。

• 起業希望者に対し、「支援チーム」が中心となり、伴走支援
を行い、起業希望者が設定した起業にかかる目標の達成を
目指す。

⚫ 事業の概要

⚫ 事業の実績

既存の支援事業
では支援が足りな
い

創業のプロモーショ
ンが不足している

女性が働きやすい
環境が整っていな
い
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➢ ナリワイづくりプロジェクト（地域おこし協力隊）

由利本荘市の関連する既存施策の検証

• 「ナリワイづくりプロジェクト」は、地域の困りごとや地域
資源を、手間と時間、人の力を借りながらプチビジネス
に変え、収入を得ながら地域課題の解決を図ります。

• この活動を通じて地元住民・移住者・都市住民を巻
き込み、新たに人を呼び込む「仕組みづくり」を目指し
ます。

起業・創業の増加

現在２名の地域おこし協力隊が本市でナリワイづくりに
向け活動中。

ナリワイ起業講座 参加者数
6.4 中間発表会 10名
7.9 卒業発表会 27名

その他、地域イベントに出展・参加し、ナリワイ実践、仲
間づくりに注力中。

⚫ 事業の概要

⚫ 事業の実績

既存の支援事業
では支援が足りな
い

創業のプロモーショ
ンが不足している
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➢ 果樹農家になろうプロジェクト（地域おこし協力隊）

由利本荘市の関連する既存施策の検証

• 農業分野における担い手の減少が進む本市において、
地域外の人材を積極的に受け入れ、市内農家等の
支援を受けて、果樹などの栽培技術を学び、本市に
定住・定着し、地域協力活動を行いながら新規就農
者として就農を目指す「地域おこし協力隊」を募集。

起業・創業の増加

• 令和４年１０月に埼玉県出身の夫婦が着任し、市
内のリンゴ農家から栽培技術の指導を受けながら果
樹農家を目指し活動中。

⚫ 事業の概要

⚫ 事業の実績

既存の支援事業
では支援が足りな
い

創業のプロモーショ
ンが不足している
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➢ 奨学金返還助成制度 （令和４年度～）

由利本荘市の関連する既存施策の検証

若者の市内定着と産業の人材確保を目的に、奨学金の貸
与を受け、本市に定住し、かつ県内就業した者に対し、
返還金の一部を助成する。

また、若者の起業を促進するため、「起業枠」を設け手厚い
助成をおこなう。

【通常枠】 最大 6万7千円／年
【起業枠】 最大１３万４千円／年

※この他、秋田県では最大１３万４千円／年

起業・創業の増加

【通常枠】 4件
【起業枠】 １件（学習塾経営）

※令和４年１１月末現在

⚫ 事業の概要

⚫ 事業の実績

既存の支援事業
では支援が足りな
い

若い世代が住みたい
と思う住環境が少な
い
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取組内容：既存産業を強化し、若者や移住者に魅力を伝える
①. 「一番堰まちづくりプロジェクト」の推進による、若者にとって

魅力的な定住環境の促進（継続）
②. 産学共同研究センターによる地域企業活性化支援（継続）
③. 医工連携、環境・エネルギー分野における新事業の創出
（新規）

④. 地域企業のDXの推進支援（新規）
⑤. 農業と商工業の異業種連携による新事業の創出（新規）
⑥. 女性が働きやすい職場環境に関する調査および支援（新規）
⑦. 大卒者や移住希望者を対象とした市内滞在による地域企業

インターンや企業ＰＲ促進（継続）
⑧. 市内中高生に加え、その親に対する市内企業ＰＲ（継続）

新規企業の誘致

取組内容：若者・女性にとって魅力的な企業の誘致
①. 電子部品・デバイス関連産業に加え、

航空機・自動車等輸送機関連産業の集積・立地（継続）
②. 工業団地の新設拡大などの産業基盤整備（継続）
③. 新型コロナ等本市の環境変化に対応し、今後成長が

期待される分野の企業誘致（新規）
④. 女性活躍、女性の働きやすさを重視した企業の誘致（新規）
⑤. 上記、企業を誘致するための環境整備の検討（新規）

総合計画「新創造ビジョン」との関連性解消したい要因（仮説）

成長産業の誘致が進んで
いない

環境変化により生じたチャ
ンスを活かせていない

分譲できる土地がない

既存産業の強化・魅力発信総合計画「新創造ビジョン」との関連性解消したい要因（仮説）

基本政策１ 力強い産業振興と雇用創出
政策１－（２）工業の振興
目指す姿Ｐ３１
「ものづくり産業の集積と強靱化」
「新たな地域産業の創造」

基本政策１ 力強い産業振興と雇用創
出
政策１－（１）事業意欲の喚起と雇用
対策の強化
目指す姿 Ｐ２８
「新しいビジネスへのチャレンジ（挑戦）の
促進」
目指す姿 Ｐ２９
「働きやすい由利本荘市」の形成
政策１－（３）商業の振興
目指す姿 Ｐ３３
「積極的な事業展開による稼ぐまちづくり」

女性が働きやすい環境が
整っていない

女性が活躍している企業が
少ない

若者が求める仕事を
提供できていない

全国と比較して給与水準が
高くない

市と地元企業のPR不足

若い世代が住みたいと思う
住環境が少ない 52



取組内容：起業・創業支援の強化による製造業以外の選択
肢の提供

①. 幅広い業種に対応した創業支援体制の構築
１）市・商工会・産学共同研究センターの連携による各業

種に対応した創業支援体制の確立（R5新規）
※市に創業支援担当新設（地域おこし協力隊等制
度を活用しコーディネータの設置）

２）小規模な創業や承継、創業後の支援にも対応した創
業支援補助金（R5拡充）

３）創業支援に特化した融資制度（R5新規）
４）IT起業家育成支援事業（R5新規）
５）サテライトオフィスの機能強化と家賃補助による創業

の場確保支援と創業者の拠点づくり（R4新規）
６）承継希望者と創業者希望者のマッチング

（R5以降新規）
７）市内の空き店舗等調査（R5以降新規）
８）創業後の持続的な相談体制の構築

②. 創業の機運醸成
１）起業者・創業者の広報等によるＰＲ（R5新規）
２）中高生に対する就職サポートセミナー等における起業

ブース設置などによるマインド醸成（R5新規）
３）県立大学システム科学技術学部の授業カリキュラム

等への首都圏の起業家とのマッチングや意見交換の
場の創出（R5新規）

４）学生や女性を対象とした起業アイデアコンテストの開
催（R5以降新規）

５）本市で起業・承継を希望する移住希望者や二拠点居
住者の掘り起こし（R5拡充）

起業・創業の増加総合計画「新創造ビジョン」との関連性解消したい要因(仮説)

既存の補助事業は支援が
足りない

創業のプロモーションが不足
している

基本政策１ 力強い産業振興と雇用創
出
政策１－（１）事業意欲の喚起と雇用
対策の強化
目指す姿 Ｐ２８
「新しいビジネスへのチャレンジ（挑戦）の
促進」
目指す姿 Ｐ２９
「働きやすい由利本荘市」の形成
政策１－（３）商業の振興
目指す姿 Ｐ３３
「積極的な事業展開による稼ぐまちづくり」
「にぎわいのある商業地域の創出」

女性が働きやすい環境が
整っていない

若い世代が住みたいと思
う住環境が少ない
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今後の由利本荘市の「起業・創業」の
活性化と目指すべき将来像に向けて
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◆ 市では製造業のうち電子部品・デバイス・電子回路製造業の工場増設や世界的な好況を背景に製
造業を中心に高校卒業者の採用、関連企業等へ就職が促進されている。

◆ 一方、大卒者や２０代から３０代にかけての若者の定着や本市へのＵターンが少ない状況が見ら
れ、重要となる一因として、市内の事業所等の求人職種のバリエーションが少ないことがあげられる。

◆ また、コロナ禍を契機として、リモートによる仕事の普及や業種の拡大が見られることや、若者の地元
貢献意欲の高まり、自分らしい働き方を望む若者や女性の増加などが見られる。

◆ 本市の大きな特徴の一つである、秋田県立大学システム技術学部では起業者の育成につながるカリ
キュラム（起業者入門）の履修が設置され、学生が産学連携で起業を学ぶ環境が整っている。

◆ 令和３年度に策定した市の総合計画重点化プロジェクトでは、「起業や時代に即したビジネス拡大へ
のチャレンジを物心両面で徹底した支援を図る」こととしている。

なぜ施策の方向性の中でも「起業・創業」なのか

「起業・創業」の施策を強化することで、望む仕事の実現、
自分らしい働き方の促進、市内産業の活性化につなげる
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◆市の創業支援補助金は申請者が増加中（Ｒ２：１件→Ｒ３：３件→Ｒ４：８件※予定）

◆由利本荘市商工会主催による創業塾には常時一定数（１０名前後）の参加希望者
あり。

◆個人創業が多く、雇用が増えるような創業は少ない。

◆創業希望者の年齢層は幅広く、女性も多い。２０代前半などの若者が比較的少ない。

◆女性、若者に特化した支援は実施していない。

◆創業に特化した融資制度がない。

◆市の創業支援策は由利本荘市商工会との連携により進められており、その他の機関との
連携は少ない。

由利本荘市の「起業・創業」の現状

56



◆市商工会がワンストップ窓口となり良好なフォロー体制が一定程度整っている。

◆市商工会主催の創業塾の受講希望者は絶えず一定数いる。

◆商工会に加え、県立大学、産学共同研究センター、地元製造業など本市の強みを生か
す支援体制の構築。

◆持ち家比率が高く都市部と比較すると、既婚女性が自宅で開業するという選択肢が容易。

◆洋上風力発電事業や鳥海ダム整備事業など本市での大規模なインフラ開発が進められ
ることに関連した起業創業。

◆市による移住支援体制が確立されており、移住希望者による市内での起業や、地方で起
業を希望する人の市内への誘致など関係機関と連携した取組が可能。

由利本荘市の「起業・創業」の強み
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◆空き店舗や空きテナントが少ない。

◆市民に対して、創業好事例などの情報提供が不足している。

◆中高生に対し、地元企業への就職サポートの取り組みがあるものの、起業を視野に入れた
取り組みはできていない。

◆県立大学生による創業があまり無い。

◆市内関係機関ごとに起業支援が行われており市による調整が不足している。

◆従業員を雇用する規模の創業が少ない。

◆若者をターゲットとした創業を意識させる機会が少ない。

◆起業者に特化した融資制度がない。

◆多様な業種を作ることに結びつく起業支援が不足している。

由利本荘市の「起業・創業」の弱み
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• 他市にはない強みである秋田県立大や本荘由利産学共同研究センターを活かし、これまで十分に支援が届いていなかった
ITや地域社会課題解決につながる創業を加速。

• 潜在的な創業希望者に成功事例や交流の場を提供し、新たな創業者を掘り起こす。
• 市・商工会・産学共同研究センターが連携して創業者を支援。

「創業するなら由利本荘で」～創業を仕事の選択肢に～

秋田県立
大学

産学共同
研究センター

商工会

創業希望者のチャレンジを応援創業希望者の
掘り起こし

• 創業成功事例の掘り起こしと
市報等での事例PR

• 中高生対象の就職サポートセ
ミナーで起業ブース設置など
によるマインド醸成

• 大学の起業カリキュラムに市
内創業支援事業の説明や市の
連携協定による企業との交流
など

• 大学生や女性を対象とした起
業アイデアコンテストの開催

• 本市で起業を希望する移住希
望者の掘り起こし

市 ：創業支援に係る総合調整、創業支援補助金、創業者融資

制度、地域おこし協力隊、移住起業者掘り起こし、専門性を有する外部機関との連携
商工会：総合相談窓口、女性・若者・シニア各層対象の創業塾

起業者ミーティング、承継希望者と起業者のマッチング
産学セ：IT,製造業等の起業支援、サテライトオフィス(創業者の拠点）

県立大生やOBによる起業や研究者の橋渡し
県立大：システム科学技術学部の起業カリキュラム
連携企業：県立大や中学高校での講師派遣や企業版ふるさと納税による寄附

総合調整
各種補助金・融資制度

商業・サービス業 IT・製造業
設計デザイン

幅広い業種に対応した創業支援体制の構築・創業の機運醸成

望む職種・自分らしい働き方の実現 女性や若者の活躍 地域課題の解決

市
連携企業

地域の魅力向上

創
業
支
援
と
地
域
活
性
化
の
好
循
環

新たなチャ
レンジを志
向する人の

流入
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60

官民連携ワークショップin由利本荘市～女性活躍と魅力ある仕事の創出を目指して～について

【スピンオフ企画】
官民連携ワークショップin由利本荘市～女性活躍と魅力ある仕事の創出を目指して～

◼ 今年度本市は東北経済産業局のRESASを活用した施策立案支援事業において、「若者と女性に魅力ある仕事の創出について」をテーマに
RESAS等のデータ分析から施策検討を行った。

◼ 今回の施策検討において重要なテーマとなった「女性活躍」について、本市の今後の展開・推進に向けインターフェイス株式会社の野澤一美様を専門
家としてお招きし、勉強会・意見交換会を実施することで本市の女性活躍に対する現状の把握と取り組むべきことを深める機会となった。

• 施策立案ワークショップの開催に向け、東北経済産業局とのハンズオン支援では主に、本市の起業創業についてクローズアップした資料作成となったが、
本市の注力すべき課題やそれに向けた取組として女性活躍が重要なテーマとなっていたことから、本事業により、これらの取組に対する有識者からの講演
や意見交換会がとても有効な機会となった。

• 女性活躍に関しては、市の庁内においても必要性は理解はしているものの、なかなか既存事業への取り込みが促進されていない状況にあるので、この機
会が職員の意識改革に繋がることを期待する。

• 講師の野澤先生より、自身の経験に基づく率直な意見を伺う機会となった。

• 特に意見交換会では、先生自身が経営者であり、起業者、社会で活躍する女性、秋田への移住者であり、現場の生の声は職員それぞれの今後の取
組に役立たせることができると感じた。

• 市の中堅職員に向け東北経済産業局より、EBPMの重要性などをわかりやすく解説していただいたうえで、今回の本市の施策立案ワークショップ資料を説
明したことにより、今後のモデルとなる施策立案の一例や、本市の人口や産業の状況を説明する良い機会となった。

本事業に取り組んでの感想



活用の現場から
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（１）活動内容

【令和４年】
• ８月 ２日（火）RESAS、V-RESAS研修会（由利本荘市役所）
• ８月 ３日（水）ハンズオン支援「今後の分析方法についての打合せ」「市内視察」（由利本荘市役所）
• ９月 ５日（火）ハンズオン支援「現状分析（人口分野）」（リモート）
• ９月２７日（木）ハンズオン支援「現状分析（産業分野）」（リモート）
• １０月 ５日（水）ハンズオン支援「SWOT分析、問題点の分析」（リモート）
• １０月１３日（木）ハンズオン支援「仮説の構造化」（由利本荘市役所）
• １０月２６日（水）ハンズオン支援「仮説の構造化」、「由利本荘市商工会との意見交換」（由利本荘市役所）
• １０月３１日（月）ハンズオン支援「仮説の構造化」、「公表資料作成に向けて」（リモート）
• １１月１１日（金）ハンズオン支援「仮説の構造化」（東北経済産業局）
• １１月２１日（月）ハンズオン支援「起業について市商工会と意見交換」（由利本荘市役所）
• １２月 ９日（金）ハンズオン支援「施策の方向性の検討」（由利本荘市役所）

【令和５年】
• １月１９日（木）ハンズオン支援「起業について県立大教授と意見交換」（秋田県立大学）
• ２月 ８日（水）RESASを活用した施策立案ワークショップ「有識者との打合せ」（リモート）
• ３月 ７日（火）RESASを活用した施策立案ワークショップ「事前打合せ」（リモート）
• ３月 ９日（木）官民連携ワークショップ in 由利本荘市～女性活躍と魅力ある仕事の創出を目指して～「事前打合せ」（リモート）
• ３月１４日（火）RESASを活用した施策立案ワークショップ（本荘由利産学共同研究センター）
• ３月１６日（木）官民連携ワークショップ in 由利本荘市～女性活躍と魅力ある仕事の創出を目指して～（由利本荘市役所）
※この他リモートによる事業の進め方などの打合せを実施

（２）取組への感想と効果

• 施策立案ワークショップの開催に向け、東北経済産業局の伴走型支援をいただきながら、EBPMの基礎、RESASの活用方法に
加え、他自治体の取組の例などきめ細かに、多大なサポートをいただくことでスムーズに事業を進めることができた。

• データ抽出においては、複数の職員で分担・データ収集し、職員同士データの不足を確認するなど、本市の人口と産業について理
解を深めることができた。

• 課題抽出においては、職員の所管業務にかかわらず、多くの課題を抽出したところ、そこから真の課題をブラッシュアップする作業に
予想以上の時間がかかった。しかし、そこで議論した内容がその後の施策立案の内容に説得力が加わったのではないかと感じた。

• ハンズオン支援の冒頭に開催したRESAS操作研修会や官民連携ワークショップの講演会など、主たる担当職員に加え、多くの職
員が参加できる工夫をし、広く施策立案能力の向上につなげることができたと感じる。
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